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【令和４年度実績】 

1. Society 5.0を支える基盤研究の推進 

「研究」 

No.03 (2)-1 戦略的産学共創の展開, No.18 (1)-1 自由な発想に基づく基礎研究の推進および新

興・分野融合研究の開拓, No.20 (2)-1 社会の要請に応える研究の推進, No.22 (3)-1 優秀な若

手研究者の活躍促進, No.26 (1)-1 科学的知見に基づく国際貢献と廃炉の推進を通じた地域への

貢献 
 
実績報告 

乾健太郎教授と岡谷貴之教授は，それぞれ理研 AIPプロジェクトにおける「自然言語理解チー

ム」と「インフラ管理ロボット技術チーム」の PIとして，状況理解と説明可能性を有する人工知能・

ロボットの実現に向けた研究を推進している．乾教授は，JSTの CREST「記号推論と深層学習の

融合に基づく説明可能 AI」の研究代表者として，University College Londonや南カリフォルニア

大の研究グループとも連携し，説明性と精度を両立する深い言語理解について研究している．特

に今年度は，知識獲得・仮説推論・深層学習を初めて融合し，暗黙的情報理解の一形態を実現

することで，あるベンチマークで他を圧倒する世界最高精度を記録した．これらにより，複数の難

関国際会議に採択されるとともに，文部科学大臣表彰・科学技術賞（研究部門）を受賞した．岡谷

教授は，画像を理解し，人と対話し，行動することのできる AIを研究しており，例えば学振の学術

変革領域研究(A)「深奥質感」の中核メンバーとして，人と同じように質感を認識可能な AIを開発

している．今年度は，画像に写るシーンを言葉で説明する問題において，従来よりはるかに少な

い計算量と学習データでトップレベルの説明精度を達成できる手法を開発し，難関国際会議に採

択されている．基礎研究の他にも，画像 AIのインフラ点検，医療，生物学への応用にも取り組ん

だ． 

 
自然言語理解 AIにおける推論モデルの概要 
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高速・高性能な画像記述 AIの概要 

 

橋本浩一教授は，学振の新学術領域研究「生物ナビゲーションのシステム科学」および学術変革

領域研究(A)「階層的生物ナビ学」の研究代表者として，コンピュータビジョンと AI搭載のバイオ

ロギング装置を駆使して，人・生物・人工物の階層的移動ストラテジーの解明と設計に取り組んで

いる．特に「階層的生物ナビ学」では国際共同研究の推進にも取り組んでおり，今年度は若手研

究者 2名をそれぞれコンスタンツ大学とザンビア大学に 2カ月間派遣し，工場内労働者の行動認

識に関する国際コンペも開催した．さらに，鏡慎吾准教授と共に，動く対象に対するプロジェクショ

ンマッピングや，高速プロジェクタによる拡張現実感，その応用による人間の能力向上などの研

究を展開し，その成果は各種メディアでも取り上げられた． 

 
行動認識に関する国際コンペの表彰式の模様 
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小林広明教授は，文科省の次世代領域研究開発ならびに学振の基盤研究(A)の研究代表者とし

て，従来のスーパーコンピュータアーキテクチャにベクトルコンピューティングと量子アニーリング

の技術を導入するシステムソフトウェア技術の研究開発により，次世代高性能スーパーコンピュ

ーティング基盤の構築を推進している．また，その計算基盤を活用したシミュレーション科学・デー

タ科学融合型次世代アプリケーションの研究開発にも取り組んだ．特に津波浸水被害推計システ

ムの高度化や最適避難経路導出システムの実現により，日本の防災・減災に貢献している．ま

た，計算機科学と工学の学際連携により，発電タービンのデジタルツイン化やソフトマテリアル開

発基盤についても新たな重要な成果が得られた． 

 
次世代高性能計算基盤の研究概要 

 

加藤寧教授や川本雄一准教授らは，Beyond 5Gや IoTの時代を見据えた情報通信ネットワーク

に関する研究を展開している．R3年度からの NICTからの受託研究および NTTとの共同研究

に加えて，今年度から開始した総務省からの受託研究でも，若手の川本准教授が代表を務めて

いる．これらは，AI技術を導入し動的に特性変化可能な電磁波反射体を都市の適所に配置する

ことで遮蔽物の影響を最小限に抑える無線通信ネットワークの実現が特徴であり，6Gネットワー

クの重要な技術の１つである．特に NTTとの共同研究においては，東北大単独特許や NTTと

の共同特許の出願を済ませ，開発した試作機による検証実験など，実用化に向けた活動を展開

している．また，衛星通信の高度化に関する研究では，今年度から NECとも共同研究を開始し，

衛星系と地上系のそれぞれの特徴を活かして最適な通信を柔軟かつ効率的に提供する接続シス

テムの技術開発を進めている．また R2年度から学振の日中韓フォーサイト事業を展開しており，

今年度は 12月に東京で共同ワークショップを開催した．これらの研究は世界的に高く評価されて

おり，加藤教授は Clarivate Web of ScienceにおいてHighly Cited Researchers（Computer 

Science分野）に 4年連続で選出された．今年度 1月からは，情報通信分野で最高の Impact 

Factorを誇る学術誌「IEEE Internet of Things Journal」の編集委員長も務めている． 
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情報通信ネットワークに関する研究概要 

 
日中韓フォーサイトのワークショップの模様 
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外部資金受入額の推移 

 自然言語理解 AIにおける推論モデルの概要.png,  高速・高性能な画像記述 AIの概

要.png,  行動認識に関する国際コンペの表彰式の模様.jpeg,  次世代高性能計算基盤の研

究概要.png,  情報通信ネットワークに関する研究概要.png,  日中韓フォーサイトのワークシ

ョップの模様.jpg,  文献リスト.xlsx,  受賞リスト.docx,  外部資金受入額の推移.png 

 

2. 「量子ソリューション拠点」設置に向け，量子アニーリング研究開発センタ

ー（T-QARD）を中心とした産学連携活動と量子コンピューティング啓蒙教

育 

「研究」 

No.03 (2)-1 戦略的産学共創の展開, No.04 (2)-2 東北大学発ベンチャーの創出の加速, No.06 

(2)-4 「社会とともにある大学」としての社会連携の強化, No.18 (1)-1 自由な発想に基づく基礎研

究の推進および新興・分野融合研究の開拓, No.20 (2)-1 社会の要請に応える研究の推進 
 

実績報告 

近年，古典コンピューティングの限界を打破し得る革新技術として量子コンピューティングが注目

され，世界的な開発競争が激化している．日本では，関連各分野で先導的な研究機関を選定して

R3年に「量子技術イノベーション拠点（QIH）」を発足し，国際ハブの形成を目指している．しか

し，量子技術を社会課題の解決に結び付ける利活用は遅れており，その担い手となる人材の不

足が指摘されている．そこで政府は，技術の実用化と人材育成の推進に向けて，下記のような情

報科学研究科の取り組みに注目し，本学を QIHに与する「量子ソリューション拠点」の設置機関

として認定した．現在は，実際の拠点設置と，その運営資金の確保に努めつつ，誰もが量子技術

を活用して成長できる量子未来社会の実現に向けて活動を展開している． 

https://provost.bureau.tohoku.ac.jp/eval2020/system/files/%E8%87%AA%E7%84%B6%E8%A8%80%E8%AA%9E%E7%90%86%E8%A7%A3AI%E3%81%AB%E3%81%8A%E3%81%91%E3%82%8B%E6%8E%A8%E8%AB%96%E3%83%A2%E3%83%87%E3%83%AB%E3%81%AE%E6%A6%82%E8%A6%81.png
https://provost.bureau.tohoku.ac.jp/eval2020/system/files/%E9%AB%98%E9%80%9F%E3%83%BB%E9%AB%98%E6%80%A7%E8%83%BD%E3%81%AA%E7%94%BB%E5%83%8F%E8%A8%98%E8%BF%B0AI%E3%81%AE%E6%A6%82%E8%A6%81.png
https://provost.bureau.tohoku.ac.jp/eval2020/system/files/%E9%AB%98%E9%80%9F%E3%83%BB%E9%AB%98%E6%80%A7%E8%83%BD%E3%81%AA%E7%94%BB%E5%83%8F%E8%A8%98%E8%BF%B0AI%E3%81%AE%E6%A6%82%E8%A6%81.png
https://provost.bureau.tohoku.ac.jp/eval2020/system/files/%E8%A1%8C%E5%8B%95%E8%AA%8D%E8%AD%98%E3%81%AB%E9%96%A2%E3%81%99%E3%82%8B%E5%9B%BD%E9%9A%9B%E3%82%B3%E3%83%B3%E3%83%9A%E3%81%AE%E8%A1%A8%E5%BD%B0%E5%BC%8F%E3%81%AE%E6%A8%A1%E6%A7%98.jpeg
https://provost.bureau.tohoku.ac.jp/eval2020/system/files/%E6%AC%A1%E4%B8%96%E4%BB%A3%E9%AB%98%E6%80%A7%E8%83%BD%E8%A8%88%E7%AE%97%E5%9F%BA%E7%9B%A4%E3%81%AE%E7%A0%94%E7%A9%B6%E6%A6%82%E8%A6%81_0.png
https://provost.bureau.tohoku.ac.jp/eval2020/system/files/%E6%AC%A1%E4%B8%96%E4%BB%A3%E9%AB%98%E6%80%A7%E8%83%BD%E8%A8%88%E7%AE%97%E5%9F%BA%E7%9B%A4%E3%81%AE%E7%A0%94%E7%A9%B6%E6%A6%82%E8%A6%81_0.png
https://provost.bureau.tohoku.ac.jp/eval2020/system/files/%E6%83%85%E5%A0%B1%E9%80%9A%E4%BF%A1%E3%83%8D%E3%83%83%E3%83%88%E3%83%AF%E3%83%BC%E3%82%AF%E3%81%AB%E9%96%A2%E3%81%99%E3%82%8B%E7%A0%94%E7%A9%B6%E6%A6%82%E8%A6%81_0.png
https://provost.bureau.tohoku.ac.jp/eval2020/system/files/%E6%97%A5%E4%B8%AD%E9%9F%93%E3%83%95%E3%82%A9%E3%83%BC%E3%82%B5%E3%82%A4%E3%83%88%E3%81%AE%E3%83%AF%E3%83%BC%E3%82%AF%E3%82%B7%E3%83%A7%E3%83%83%E3%83%97%E3%81%AE%E6%A8%A1%E6%A7%98.jpg
https://provost.bureau.tohoku.ac.jp/eval2020/system/files/%E6%97%A5%E4%B8%AD%E9%9F%93%E3%83%95%E3%82%A9%E3%83%BC%E3%82%B5%E3%82%A4%E3%83%88%E3%81%AE%E3%83%AF%E3%83%BC%E3%82%AF%E3%82%B7%E3%83%A7%E3%83%83%E3%83%97%E3%81%AE%E6%A8%A1%E6%A7%98.jpg
https://provost.bureau.tohoku.ac.jp/eval2020/system/files/%E6%96%87%E7%8C%AE%E3%83%AA%E3%82%B9%E3%83%88_0.xlsx
https://provost.bureau.tohoku.ac.jp/eval2020/system/files/%E5%8F%97%E8%B3%9E%E3%83%AA%E3%82%B9%E3%83%88_0.docx
https://provost.bureau.tohoku.ac.jp/eval2020/system/files/%E5%A4%96%E9%83%A8%E8%B3%87%E9%87%91%E5%8F%97%E5%85%A5%E9%A1%8D%E3%81%AE%E6%8E%A8%E7%A7%BB_0.png
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QIHの組織と量子ソリューション拠点の概要 

 

当研究科では H29年 10月に「量子アニーリング研究開発センター（T-QARD）」を設置し，量子

技術の真価を実社会における利用価値として問い続けてきた．故に量子コンピューティングのな

かでも組み合せ最適化に特化した量子アニーリングに着目し，多くの企業と連携して課題解決に

取り組んでいる．また，ゲート方式も含めた量子コンピューティングについて，慶應義塾大学やお

茶の水女子大学や東京工業大学とも連携して基礎研究を展開し，R2年 12月には当研究科に

「量子コンピューティング共同研究講座」を開講した．共同研究講座には今年度も新たに LG 

Japan Lab株式会社，株式会社野村総合研究所，三菱電機株式会社，株式会社長大の参画を

迎え，現在は計 10社の民間企業と共に研究開発と人材育成を推進している． 

 
T-QARD活動概要 

 

特に当研究科の大関真之教授は，T-QARDのセンター長と共同研究講座の教授に加えて，H31

年 4月に立ち上げた大学発ベンチャー「株式会社シグマアイ」の代表取締役も務め，多くの企業

と事業化を見据えた共同研究を展開してきた．また，社会的に極めてオープンに，知識や技術の

普及に尽力しており，頻繁に招待講演や各種メディアの取材に応じている．R2年度から担当科
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目の講義を YouTube Liveにより公開配信し，オンラインの利点を最大限に活かし，視聴者の質

疑にも時間延長を厭わず回答している．その評判が学内外へ広まり，YouTubeチャンネルの登

録者は 5,000人を超え，大学教員でありながらトップレベルの YouTuberとなっている．その取り

組みを拡張して，R2年度から文科省の「光・量子飛躍フラッグシッププログラム」の一環として独

創的サブプログラム「実践的研究開発による全国的量子ネイティブの育成」を展開し，なかでも伴

走型で量子アプリ開発に取り組む公開講座に対する社会的な反響は大きい．今年度は

「Quantum Computing for You」と題して 9月から約 3カ月半にわたって実施し，ゲート方式の

量子コンピュータも用いて，約 250名の参加者のうち 112名が様々な量子アプリを完成させた．こ

れらの活動が高く評価され，内閣府の「官民研究開発投資拡大プログラム」のアドオンにより，約

１億３千万円の追加予算を獲得した． 

 
「Quantum Computing for You」ポスター 

 

当研究科の小林広明教授は大関教授と共同で，量子アニーリングと古典スーパーコンピューティ

ングを統合するハイブリッド計算基盤により，津波の際にリアルタイムで最適な避難経路を携帯端

末に提示するシステムを開発している．今年度の高度化により，大規模地震発生から，断層推

定，津波浸水被害推計を経て，最適避難経路導出までを 10分程度で完了させることが可能とな

った．その実証実験を高知市で実施中である．これらの技術に基づいて，被災地域における医療
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体制の迅速で柔軟な展開を支援する災害医療デジタルツインの研究プロジェクトにも参画し，防

災減災に資する高性能計算の研究開発に取り組んでいる． 

 
津波減災システム概要 

当研究科の張山昌論教授は大関教授と共同で，ゲート方式の量子コンピューティングを古典コン

ピュータで模擬できる高速シミュレータを開発している．特に，GPUや FPGAを駆使することで，

用途に応じて柔軟に運用できる高速シミュレータの利用環境構築に取り組んでいる．そうして小口

でも安価に量子ソルバーの高速シミュレーションを提供することで，誰もが手軽に量子技術を学

び，自由な発想で量子アプリ等の開発に挑戦できる未来社会の実現を目指している． 

 T-QARD活動概要.png,  「Quantum Computing for You」ポスター.png,  津波減災シス

テム概要.png,  QIHの組織と量子ソリューション拠点の概要.png,  論文と講演のリスト.xlsx 

 

3. ラーニングアナリティクス研究センター（LARC）と Google学習先端技

術寄附講座（GALT）を中心とした教育データ活用研究 

「研究」 

No.06 (2)-4 「社会とともにある大学」としての社会連携の強化, No.08 (1)-1 ラーニング・アナリテ

ィクスによる学びの高度化の推進, No.18 (1)-1 自由な発想に基づく基礎研究の推進および新興・

分野融合研究の開拓, No.19 (1)-2 データ駆動型研究とオープンサイエンスの展開, No.20 (2)-1 

社会の要請に応える研究の推進 
 
実績報告 

東北大学ビジョン 2030のもと，情報科学研究科ではラーニングアナリティクスを重点プロジェクト

の１つに位置付け，R2年 12月に設置した「ラーニングアナリティクス研究センター（LARC）」を中

心に，教育ビッグデータの収集・分析・利活用の総合的な研究を展開している．当研究科が擁す

るメディア，コミュニケーション，認知心理，人工知能，自然言語処理や画像解析などの文理を横

断する多角的な知見を背景として，様々な専門性を持つ教員や学生が関連研究を始めており，

LARCが学際研究交流の拠点になりつつある．また，本学のオンライン教育を運営するデータ駆

動科学・AI教育研究センターや，全学の教育分析を担う高度教養教育・学生支援機構とも協力し

て，全学的な研究の発展を目指している．また当研究科では，R3年 5月から Google社から 3

名の客員教員を招き「Google学習先端技術寄附講座（GALT）」も開講している．LARCでは学内

の高等教育および初等中等教育におけるデジタル教材等を扱う一方で，GALTでは初等中等教

https://provost.bureau.tohoku.ac.jp/eval2020/system/files/T-QARD%E6%B4%BB%E5%8B%95%E6%A6%82%E8%A6%81_0.png
https://provost.bureau.tohoku.ac.jp/eval2020/system/files/%E3%80%8CQuantum%20Computing%20for%20You%E3%80%8D%E3%83%9D%E3%82%B9%E3%82%BF%E3%83%BC.png
https://provost.bureau.tohoku.ac.jp/eval2020/system/files/%E6%B4%A5%E6%B3%A2%E6%B8%9B%E7%81%BD%E3%82%B7%E3%82%B9%E3%83%86%E3%83%A0%E6%A6%82%E8%A6%81_0.png
https://provost.bureau.tohoku.ac.jp/eval2020/system/files/%E6%B4%A5%E6%B3%A2%E6%B8%9B%E7%81%BD%E3%82%B7%E3%82%B9%E3%83%86%E3%83%A0%E6%A6%82%E8%A6%81_0.png
https://provost.bureau.tohoku.ac.jp/eval2020/system/files/QIH%E3%81%AE%E7%B5%84%E7%B9%94%E3%81%A8%E9%87%8F%E5%AD%90%E3%82%BD%E3%83%AA%E3%83%A5%E3%83%BC%E3%82%B7%E3%83%A7%E3%83%B3%E6%8B%A0%E7%82%B9%E3%81%AE%E6%A6%82%E8%A6%81.png
https://provost.bureau.tohoku.ac.jp/eval2020/system/files/%E8%AB%96%E6%96%87%E3%81%A8%E8%AC%9B%E6%BC%94%E3%81%AE%E3%83%AA%E3%82%B9%E3%83%88.xlsx
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育における Google Workspace等のプラットフォームについて研究しつつ，教育データの解析手

法については LARCと GALTで相互に連携している． 

 
LARC組織概要 

 
GALT研究概要 

 

当研究科では，創立 30周年の記念事業の一環として，今年度 2月に 4年ぶりとなる研究科シン

ポジウム「『情報科学』から『学び』を考える」を開催した．対面と YouTube Liveのハイブリッド形

式で，5名の研究科教員に加えて京都大学から招聘した緒方広明教授による講演とパネルディス

カッションをとおして「情報科学が切り拓く未来の教育」について議論した．全国から職業も年齢も

多様な 500名近くが参加する盛会となり，後日の参加者アンケートでも総じて高い評価を得た． 
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研究科シンポジウムポスター 

当研究科の「情報リテラシー教育プログラム」ではH26年から本年度末までに通算 66回の「情

報リテラシー連続セミナー＠東北大学」を催してきた．以下に添付する本年度分のポスターも示す

ように，GIGAスクール構想や，教育における情報化や個別最適化，それらに伴う学び方と教育

観の変化，などについて各分野の第一人者を招聘して活発な議論を交わしている．以前の対面

型でも毎回 100名ほど，近年のオンライン開催では 150〜300名ほどが参加する規模となってい

る．地域の学校教員らの参加により市民啓発にも貢献しており，大学院生を含むセミナー参加者

らの共同研究も誘発している． 
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セミナー（59～62）ポスター               セミナー（63～66）ポスター 

 

LARCのセンター長であり GALTの研究代表者であり「情報リテラシー教育プログラム」の代表で

もある堀田龍也教授は，教育に関する有識者として本年度には以下の委員等に委嘱され，情報

リテラシー教育の重要性や学校の ICT環境整備について提言するなどして，日本の教育政策に

大きく貢献している． 

• 文部科学大臣諮問機関：中央教育審議会（総会）・委員（継続） 

• 文部科学大臣諮問機関：中央教育審議会「初等中等教育分科会」・分科会長代理（継続） 

• 文部科学大臣諮問機関：中央教育審議会「個別最適な学びと協働的な学びの一体的な

充実に向けた学校教育の在り方に関する特別部会」・部会長代理（新規） 

• 文部科学大臣諮問機関：中央教育審議会「教科書・教材・ソフトウェアの在り方ワーキン

ググループ」・主査（新規） 

• 文部科学大臣諮問機関：中央教育審議会「義務教育の在り方ワーキンググループ」・委

員（新規） 

• 文部科学大臣諮問機関：中央教育審議会「教育振興基本計画部会」・委員（新規） 

• 文部科学大臣諮問機関：中央教育審議会初等中等教育分科会「教育課程部会」・委員

（継続） 

• 文部科学大臣諮問機関：中央教育審議会初等中等教育分科会「幼児教育と小学校教育

の架け橋特別委員会」・委員（継続） 

• 文部科学省：「学校教育情報化推進専門家会議」・委員（継続） 

• 文部科学省：「教育データの利活用に関する有識者会議」・座長（継続） 

• 文部科学省：「学校における ICT環境整備の在り方に関する有識者会議」・座長（新規） 

• 文部科学省：「情報活用能力の今後の在り方に関する調査研究委員会」・主査（継続） 
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• 文部科学省：「GIGAスクール構想に基づく 1人 1台端末の円滑な利活用に関する調査

協力者会議」・座長代理（継続） 

• 文部科学省：「GIGAスクール構想の下での校務の情報化の在り方に関する専門家会

議」・座長（継続） 

さらに堀田教授は，R3年 3月から日本教育工学会の会長に就任し，同会の法人化に伴う運営改

革に取り組んでいる．また，日本教育メディア学会と日本教育情報学会でも理事を務めている． 

若手の長濱澄准教授も LARCならびに GALTに参画し，小中学校や教材関連企業と連携し，デ

ジタル教材の閲覧や操作の履歴を収集して可視化し，教師の働き掛けがそれらに与える効果を

分析するなどして，指導や学習の改善に活かす研究を進めている．またラーニングアナリティクス

以外にも，より広い教育工学や認知科学の見地から関連する研究を展開している．特に今年度

は，ブレンディッドラーニングに関する総説論文を筆頭著者として発表し，mind wanderingとメタ

認知に関する研究論文も高位の国際ジャーナルに採択された． 

 LARC組織概要.jpg,  GALT研究概要.png,  研究科シンポジウムポスター.png,  セミ

ナー（59～62）ポスター.png,  セミナー（63～66）ポスター.png,  出版と講演のリスト.docx 

 

4. 学際的環境におけるデータ科学グローバル人材育成 

「教育」 

No.02 (1)-2 卓越した研究を基盤とした国際共同教育の深化, No.13 (2)-2 現代的課題に挑戦す

る基盤となる先端的・創造的な高度教養教育の確立・展開, No.14 (3)-1 あらゆる境界を越え、創

造的で活力のある研究者・高度専門人材を育成する大学院教育の展開, No.16 (4)-1 世界から学

生を惹きつける最先端の国際プログラムの開発・提供等, No.17 (4)-2 オープンでボーダレスなキ

ャンパスにおける国際共修の展開 
 

実績報告 

「データ科学国際共同大学院（GP-DS）」は，情報科学研究科が基幹部局となって生命科学，経済

学，医学系，工学研究科と理学研究科の数学専攻との共同プロジェクトにより H29年 4月に開

始した総合的データ科学教育プログラムであり，学問領域の垣根を越えた連携により，国際社会

で力強く活躍するグローバルリーダーの育成に取り組んでいる．前期課程 2年次からの 4年間

の一貫教育を基本としており，毎年度，博士前期課程学生 10名と後期課程学生 7名を上限とし

て受け入れている．本年度末時点で前期課程学生 2名と後期課程学生 23名が在籍している．

本年度中に 3名の学生が修了し，これまでの修了生は累計 17名となる． 

 
GP-DSプログラム概要 

https://provost.bureau.tohoku.ac.jp/eval2020/system/files/LARC%E7%B5%84%E7%B9%94%E6%A6%82%E8%A6%81_0.jpg
https://provost.bureau.tohoku.ac.jp/eval2020/system/files/GALT%E7%A0%94%E7%A9%B6%E6%A6%82%E8%A6%81_0.png
https://provost.bureau.tohoku.ac.jp/eval2020/system/files/%E7%A0%94%E7%A9%B6%E7%A7%91%E3%82%B7%E3%83%B3%E3%83%9D%E3%82%B8%E3%82%A6%E3%83%A0%E3%83%9D%E3%82%B9%E3%82%BF%E3%83%BC.png
https://provost.bureau.tohoku.ac.jp/eval2020/system/files/%E3%82%BB%E3%83%9F%E3%83%8A%E3%83%BC%EF%BC%8859%EF%BD%9E62%EF%BC%89%E3%83%9D%E3%82%B9%E3%82%BF%E3%83%BC.png
https://provost.bureau.tohoku.ac.jp/eval2020/system/files/%E3%82%BB%E3%83%9F%E3%83%8A%E3%83%BC%EF%BC%8859%EF%BD%9E62%EF%BC%89%E3%83%9D%E3%82%B9%E3%82%BF%E3%83%BC.png
https://provost.bureau.tohoku.ac.jp/eval2020/system/files/%E3%82%BB%E3%83%9F%E3%83%8A%E3%83%BC%EF%BC%8863%EF%BD%9E66%EF%BC%89%E3%83%9D%E3%82%B9%E3%82%BF%E3%83%BC.png
https://provost.bureau.tohoku.ac.jp/eval2020/system/files/%E5%87%BA%E7%89%88%E3%81%A8%E8%AC%9B%E6%BC%94%E3%81%AE%E3%83%AA%E3%82%B9%E3%83%88_0.docx
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GP-DSでは様々な海外の研究機関と連携して教育・研究を推進しており，特に次表に挙げる大

学とは学生の相互派遣などの実績があり，その一部とは Jointly Supervised Degree (JSD)や

Double Degree (DD)の協定を締結している．コロナ禍で学生の渡航実績は低迷していたもの

の，今年度は 1名の学生がユトレヒト大学に 6カ月間滞在して共同研究を行った．多くの講義・実

習を英語で行っており，特にプロジェクト遂行型実習をカリキュラムに多く盛り込んでおり，多様な

国籍の学生がチームを組んで諸課題の解決に取り組むことで，データ科学の知識や技術と共に

国際性を身に付けることが出来る． 

国・地域 研究機関名 締結済みの協定 

台湾 国立精華大学 JSD 

オーストラリア メルボルン大学   

イタリア サクロ・クオーレ・カトリック大学   

ドイツ ゲッチンゲン大学   

スウェーデン ウプサラ大学 JSD 

ベルギー ルーベン・カトリック大学 DD 

イギリス ブリストル大学   

イギリス UCL   

米国 ケースウエスタンリザーブ大学 JSD 

米国 メリーランド大学   

米国 パデュー大学   

GP-DS在籍学生の研究成果は高く評価されている．本年度は，学術雑誌に採録や国際会議に

採択されるなどした論文 22報，受賞 7件，その他の口頭発表等で 40件の業績が上がった．ま

た，学振の特別研究員にも新たに 2名が採用され，これまでの在籍学生全体の 25%以上が特別

研究員として採用されている． 

上の表のうちケースウエスタンリザーブ大学とは，共同シンポジウムを例年開催するなど，特に緊

密に連携している．今年度は 8月にケースウエスタンリザーブ大学にて開催し，東北大学からは

6人の研究者が現地にて参加した．本学の工学研究科の梅津光央教授と本研究科の西羽美准

教授は，R3年度からの NEDOプロジェクトの一環として，ケースウエスタンリザーブ大学の研究

者と生命情報科学の研究で協働した．2月から 3月にかけての 1カ月間，国際的に注目される若

手研究者である同学の Pawan Tripathi氏を招聘し，今後の共同研究のための打ち合わせを実

施し，同氏を招待講演者として国際ワークショップも開催した．また，ドイツ大学とも，定期的なウェ

ビナーの開催などで交流を深めつつある． 
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ケースウエスタンリザーブ大学での共同シンポジウムの模様 

 
国際ワークショップでの Pawan Tripathi氏の講演の模様 

また，R3年度から国費留学生優先配置プログラムを開始した．正式なプログラム名は「ディジタ

ル・トランスフォーメーションを推進するデータ科学・AI実践人材の育成」だが「AI, Quantum 

Computing, Data Science」を意味する通称名「AIQDS」で運営している．H27～H29年度の

「Data Sciences Program (DSP)」およびH30～R2年度の「Data Sciences Program II 

(DSPII)」で培ったデータ科学と AIに関する教育に加えて，本学が得意とする量子コンピューティ

ングに関する教育も取り入れ，新世代のデータ科学人材の育成に取り組んでいる．DSPおよび

DSPIIから継続の学生も含めて，私費および国費留学生を合わせて，本年度末時点で博士前期

課程学生 10名と後期課程学生 15名が在籍している．本年度中に新たに前期課程学生 4名を

受け入れ，6名の修了生を送り出した．GP-DSと在籍学生に重複はないが，講義・実習は一体的

に運用することで両プログラムに国際共修環境を実現している． 

日本学生支援機構の R4年度留学生交流支援制度に「データ科学スキルアップのためのグロー

バル派遣プログラム（短期派遣）」として採択され 6名の学生派遣枠を獲得したが，コロナ禍のた

め実際の派遣には至らなかった．それでも既に R5年度分に「データ科学研究力強化のためのグ

ローバル派遣プログラム」として採択されており，派遣の実現も見込んでいる． 

 GP-DSプログラム概要.png,  ケースウエスタンリザーブ大学での共同シンポジウムの模

様.png,  国際ワークショップでの Pawan Tripathi氏の講演の模様.png 

 

https://provost.bureau.tohoku.ac.jp/eval2020/system/files/GP-DS%E3%83%97%E3%83%AD%E3%82%B0%E3%83%A9%E3%83%A0%E6%A6%82%E8%A6%81_0.png
https://provost.bureau.tohoku.ac.jp/eval2020/system/files/%E3%82%B1%E3%83%BC%E3%82%B9%E3%82%A6%E3%82%A8%E3%82%B9%E3%82%BF%E3%83%B3%E3%83%AA%E3%82%B6%E3%83%BC%E3%83%96%E5%A4%A7%E5%AD%A6%E3%81%A7%E3%81%AE%E5%85%B1%E5%90%8C%E3%82%B7%E3%83%B3%E3%83%9D%E3%82%B8%E3%82%A6%E3%83%A0%E3%81%AE%E6%A8%A1%E6%A7%98.png
https://provost.bureau.tohoku.ac.jp/eval2020/system/files/%E3%82%B1%E3%83%BC%E3%82%B9%E3%82%A6%E3%82%A8%E3%82%B9%E3%82%BF%E3%83%B3%E3%83%AA%E3%82%B6%E3%83%BC%E3%83%96%E5%A4%A7%E5%AD%A6%E3%81%A7%E3%81%AE%E5%85%B1%E5%90%8C%E3%82%B7%E3%83%B3%E3%83%9D%E3%82%B8%E3%82%A6%E3%83%A0%E3%81%AE%E6%A8%A1%E6%A7%98.png
https://provost.bureau.tohoku.ac.jp/eval2020/system/files/%E5%9B%BD%E9%9A%9B%E3%83%AF%E3%83%BC%E3%82%AF%E3%82%B7%E3%83%A7%E3%83%83%E3%83%97%E3%81%A7%E3%81%AEPawan%20Tripathi%E6%B0%8F%E3%81%AE%E8%AC%9B%E6%BC%94%E3%81%AE%E6%A8%A1%E6%A7%98.png
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5. 横断的な AI・数理・データ科学（AIMD）教育の展開 

「教育」 

No.03 (2)-1 戦略的産学共創の展開, No.06 (2)-4 「社会とともにある大学」としての社会連携の

強化, No.11 (1)-4 AIMD（AI・数理・データ科学）教育の推進・展開, No.12 (2)-1 未来社会に立ち

向かうための基盤となる学士課程教育の新構築, No.23 (3)-2 卓越した研究を基盤とした産業界

等との共創教育の展開 
 

実績報告 

情報科学研究科では，R1年から全学教育における「東北大学 AI・数理・データ科学（AIMD）教

育プログラム」の体制作りにおいて中心的な役割を果たしてきた．別件の実績報告で述べる GP-

DSや AIQDSと合わせて，全学教育におけるリテラシレベル，学部専門教育における応用基礎レ

ベル，そして大学院レベルへと系統的な AIMD教育プログラムが整ったことになる．また，当研究

科の教員がリテラシレベルからより発展的な内容の講義まで様々な授業科目を提供している．こ

れらの寄与もあって，東北大学の AIMDリテラシ教育プログラムは R3年度「数理・データサイエ

ンス・AI教育プログラム（リテラシレベル）プラス」に選定された．さらに，意欲さえあればより高度

な内容を学ぶことができる「AIMDの基礎／挑創カレッジ コンピュテーショナル・データサイエンス

プログラム」を構成する先進的な講義科目群や取り組みは，R4年度，文科省から，応用基礎レベ

ルの AIMD教育課程としてプラス評価を受けた．東北大学はこれら 2つのレベルで「プラス」の

評価を受けた稀有な大学となった．これら教育プログラムの内容は，当研究科の教員が編集委員

を務める共立出版教科書シリーズ「探検データサイエンス」に纏められ，広く AIMD教育に活用さ

れている． 

本学は R4年度より数理・データサイエンス・AI教育強化事業の拠点校となり，GP-DSは同事業

の大学院レベルの AIMD教育として位置づけられた．新たな取り組みとして先端化学を標榜する

大学院への AIMD教育の横展開も開始した．また，以上のような AIMD教育で培った経験や教

材を社会人のリカレント教育にも展開し，当研究科が企画・運営を主導して共創研究所「ブリヂス

トン×東北大学共創ラボ」を R3年 10月に設置し，ブリヂストン社の DXを支える AIMD人材育

成の共同プロジェクトを行なっている．学外でも大きな注目を集めており，R4年度国立大学協会

「大学マネジメントセミナー」および新潟大学教育戦略ＦＤに招かれて講演し，IDE大学協会から

依頼を受けて「現代の高等教育」に寄稿して，この取り組みについて紹介した． 

 
ブリヂストン×東北大学共同プロジェクト概要 
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H23年に始まった文科省の「情報技術人材育成のための実践教育ネットワーク形成（第 1期

enPiT SecCap：大学院レベル）」と，その後継としてH28年に始まった「成長分野を支える情報技

術人材の育成拠点の形成（第 2期 enPiT SecCap Basic：学部レベル）」において，本学はセキュ

リティ分野の中核拠点校として，当研究科の実践的情報教育推進室が中心となって，全国の大学

と講義を提供し合い，文科省からの支援が終了した R2年度以降も事業を継続している（R4年度

東北大修了者数／全国数：SecCap 7/82, SecCap Basic 14/219）．さらに enPiTの経験を踏まえ

社会人再教育プログラム「enPiT-Pro」を提供している．情報セキュリティは AIMDの重要課題で

もあり，東北大学 AIMD教育プログラムとの連携が始まっている． 

当研究科の教員が深く関わって R4年 1月に設置された「未踏スケールデータアナリティクスセン

ター」では，従来のスケールを遥かに凌駕するデータから価値を紡ぎだす新しいアナリティクスを

開発し，AIMD分野の若手研究者や企業技術者の育成や起業支援を行なっている．学内外の学

生を含む研究者を対象とした「ドメインデータサイエンス養成プログラム」を数理・データサイエン

ス・AI 教育強化拠点コンソーシアム東北ブロック等と共同で実施するなど，先端 AIMD分野での

連携を開始した． 

 ブリヂストン×東北大学共同プロジェクト概要.png 

 

6. 教員の研究時間確保に係る取組 

「教員の研究時間確保」 

No.18 (1)-1 自由な発想に基づく基礎研究の推進および新興・分野融合研究の開拓, No.22 (3)-1 

優秀な若手研究者の活躍促進 
 

実績報告 

当研究科では，教授会のほか様々な委員会やワーキンググループ等を組織して，増え続ける業

務や課題に対応しているが，それでも所属教員の研究時間を確保すべく，運営の効率化に最善

を尽くしている．感染防止のためもあって，ほぼ全ての会議をオンラインで実施し，可能ならメール

審議のみで決議するなどして，会議時間の削減を図っている．従来なら教授会に諮られる重要事

項も，予め執行部による運営会議や専攻長会議で方針を定めることで，最も多くの教員を巻き込

む会議である教授会を年間 5回にとどめ，それらの所用時間も抑制している．特に今年度は，人

事プロセスの簡素化などの改革を推し進め，来年度の教授会は試験的にさらに削減して年間 4

回とする予定である．運営会議については，概ね月２回行っていたものを，今年度 11月から試験

的に月 1回に半減させて支障をきたさないことを確認し，来年度からは年間 11回とすることを決

めた． 

当研究科では授業科目の多くを隔年で開講している．これにより，学生は 2年間で多様な科目を

受講できる一方で，同じ科目を毎年度開講する場合に比べて各教員の負担は半減し，延いては

授業の質を高めることにもなる． 

当研究科では研究目的での海外滞在を奨励しており，近年のコロナ禍では低調ながらも，今年度

は 2名の教員がそれぞれ 5カ月近くヨーロッパやアメリカに滞在し，現地の研究者と共同研究を

推進した． 

 

https://provost.bureau.tohoku.ac.jp/eval2020/system/files/%E3%83%96%E3%83%AA%E3%83%82%E3%82%B9%E3%83%88%E3%83%B3%C3%97%E6%9D%B1%E5%8C%97%E5%A4%A7%E5%AD%A6%E5%85%B1%E5%90%8C%E3%83%97%E3%83%AD%E3%82%B8%E3%82%A7%E3%82%AF%E3%83%88%E6%A6%82%E8%A6%81.png

